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第４　審査の結果

　審査に付された一般会計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調
書及び財産に関する調書の計数は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、それぞれ関係
諸帳簿及び証拠書類と照合した結果、誤りはなく、事務事業が適切に執行されているものと認めら
れた。また予算執行及び事務処理についても、例月出納検査を通じて検査・監査した結果、概ね良
好に処理されていた。

令和７年度朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出決算審査意見書

第１　審査の対象

令和７年度朝霞和光資源循環組合一般会計歳入歳出決算

第２　審査の期間

令和８年６月２９日（月）

第３　審査の方法

　この決算審査に当たっては、管理者から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細
書、実質収支に関する調書、財産に関する調書並びに提出された資料に基づき、決算計数の正確
性を確認するとともに、予算が適正かつ効率的に執行されているか、事務事業が効果的、経済的に
執行されているかを主眼とし、関係職員の説明を聴取し、例月出納検査の結果を参考にしながら審
査を実施した。
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朝霞和光資源循環組合　一般会計決算の概要

１　決算の状況

　令和７年度の決算額は、予算現額 １３億５，６７３万円に対して、歳入は１３億５，８２０万８，１５０円
で、歳出は１１億９，１３０万４，６２３円となり、歳入歳出差引額は１億６，６９０万３，５２７円、実質収
支額は１億６，６９０万３，５２７円となっている。
　歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

区分 令和７年度 令和６年度 増減額 対前年比

予算現額 1,356,730,000 471,304,418 885,425,582 287.9

288.3

歳出総額 Ｂ 1,191,304,623 457,988,769 733,315,854 260.1

Ａ 1,358,208,150 471,100,353 887,107,797歳入総額

積立金 Ｇ 591,915,306

0.0

歳入歳出差引額
Ｃ 166,903,527 13,111,584 153,791,943 1,272.9

（Ａ－Ｂ）

翌年度に繰り越すべき
財源

Ｄ 0 0 0

1,272.9

単年度収支 Ｆ 153,791,943 ▲ 10,875,561 164,667,504 ▲ 1,414.1

実質収支 （Ｃ－Ｄ） Ｅ 166,903,527 13,111,584

0.0

151,263,000 440,652,306

Ｈ 0 0 0

391.3

繰上償還金 0.0

※　単年度収支＝当該年度の実質収支　－　前年度の実質収支

153,791,943

実質単年度収支
745,707,249 139,015,439 606,691,810 536.4

（F+G+H-I）

基金取り崩し額 Ｉ 0 1,372,000 ▲ 1,372,000
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※　構成比：収入済額合計に占める比率

※　収入済額は、構成市（朝霞市、和光市）からの負担金収入である。

※　収入済額は、行政財産使用料収入である。

※　収入済額は、財政調整基金運用利子及び土地貸付収入である。

２　歳入

　（1）　歳入の概要

　決算額は１３億５，８２０万８，１５０円で、予算現額１３億５，６７３万円に対して１４７万８,１５０円
の増となり、収入率は１００．０％である。また、調定額１３億５，８２０万８，１５０円に対する収入
率は １００．０％である。
　決算額の内訳は、次表のとおりである。

（単位：円、％）

款
令和７年度 令和６年度 対前年比較

収入済額 構成比 収入済額 構成比 増減額 対前年比

288.3

国庫支出金 － － 3,960,000 0.8 ▲ 3,960,000 皆減

分担金及び負
担金

1,101,026,000 81.1 381,932,418 81.1 719,093,582

使用料及び手
数料

3,000 0.0 3,000 0.0 0 100.0

財産収入 2,936,840 0.2 282,972 0.1 2,653,868 1,037.9

皆減

繰越金 13,111,584 1.0 23,987,145 5.1 ▲ 10,875,561 54.7

繰入金 － － 1,372,000 0.3 ▲ 1,372,000

諸収入 7,330,726 0.5 1,862,818 0.4 5,467,908 393.5

組合債 233,800,000 17.2 57,700,000 12.2 176,100,000 405.2

収入率

1,101,026,000 1,101,026,000 1,101,026,000 0 0 100.0

288.3

　（2）歳入の収入状況

　　　歳入の状況を款別にみると、次のとおりである。

　　第１款　分担金及び負担金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

合　　計 1,358,208,150 100.0 471,100,353 100.0 887,107,797

　　第３款　財産収入

（単位：円、％）

3,000 3,000 3,000 0 0 100.0

　　第２款　使用料及び手数料

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

2,777,000 2,936,840 2,936,840 0 0 105.8

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

3



３　歳出

※　構成比：支出済額合計に占める比率

歳出の状況を款別にみると、次のとおりである。

　　第４款　繰越金

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

　　第５款　諸収入

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

13,112,000 13,111,584 13,111,584 0 0 100.0

※　収入済額は、前年度繰越金朝霞市分（6,475,827円）と和光市分（6,635,757円）である。

※　収入済額は、歳計現金預金利子、歳計外現金預金利子及び雑入の東京電力線下

　　 補償料である。

　　第６款　組合債

（単位：円、％）

6,012,000 7,330,726 7,330,726 0 0 121.9

款
令和７年度 令和６年度 対前年比較

（単位：円、％）

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

233,800,000 233,800,000 233,800,000 0 0 100.0

※　収入済額は、一般廃棄物処理事業債である。

　（1）　歳出の概要

　決算額は11億9,130万4,623円で、予算現額13億5,673万円に対して1億6,542万5,377円の
減となり、執行率は87.8％である。
　決算額の内訳は、次表のとおりである。

支出済額 構成比 支出済額 構成比 増減額 対前年比

総務費 95,388,669 8.0 88,491,463 19.3

議会費 3,126,558 0.3 3,055,980 0.7

6,897,206 107.8

102.370,578

公債費 152,739,073 12.8 141,101,088 30.8

衛生費 348,135,017 29.2 74,077,238 16.2 274,057,779 470.0

予備費 0 0.0 0 0.0

諸支出金 591,915,306 49.7 151,263,000 33.0

733,315,854 260.1合　計 1,191,304,623 100.0 457,988,769 100.0

11,637,985 108.2

-0

440,652,306 391.3

※　支出済額の主なものは、議員報酬、議員期末手当、業務委託料（会議録作成業務委託
　料）である。

　（2）　歳出の執行状況

　　第１款　議会費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

3,269,000 3,126,558 0 142,442 95.6
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※　予備費の充用なし。

154,673,000 152,739,073 0

　　第２款　総務費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

※　支出済額で主なものは、業務委託料（ごみ広域処理施設整備・運営事業に係る設計施工
監理業務委託料）、工事請負費（ごみ広域処理施設整備・運営事業建設工事）である。
※　不用額の主なものは、負担金、補助金及び交付金（系統連系工事費負担金）である。

　　第４款　公債費

98,350,000 95,388,669 0 2,961,331 97.0

500,522,000 348,135,017 0 152,386,983 69.6

※　支出済額で主なものは、一般職給、職員手当等、共済組合負担金、業務委託料（コン
ピュータ関連機器保守委託料、人事給与システム保守委託料等）、事務機器等借上料（財務
会計システム等）等である。
※　不用額の主なものは、職員手当等、需用費、委託料等である。

　　第３款　衛生費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

1,933,927 98.7

※　支出済額は、元金償還金及び利子償還金である。

　　第５款　諸支出金

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

591,916,000 591,915,306 0 694 100.0

※　支出済額は、財政調整基金積立金である。前年度歳計剰余金等、財政調整基金財政平
準化分(朝霞市、和光市)、財政調整基金運用利子である。

　　第６款　予備費

（単位：円、％）

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率

8,000,000 0 0 8,000,000 0.0
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（単位：人、円）

報酬 給料 職員手当等 計

議会費 議会費 10 2,196,000 0 513,000 2,709,000 0 2,709,000

総務費 29 927,000 37,856,000 34,000,000 72,783,000 15,004,000 87,787,000

総務管理費 27 699,000 37,856,000 34,000,000 72,555,000 15,004,000 87,559,000

監査委員費 2 228,000 0 0 228,000 0 228,000

39 3,123,000 37,856,000 34,513,000 75,492,000 15,004,000 90,496,000

（単位：人、円）

報酬 給料 職員手当等 計

議会費 議会費 18 2,176,462 0 474,310 2,650,772 0 2,650,772

総務費 14 800,967 37,974,405 33,937,743 72,713,115 14,070,843 86,783,958

総務管理費 11 582,000 37,974,405 33,937,743 72,494,148 14,070,843 86,564,991

監査委員費 3 218,967 0 0 218,967 0 218,967

32 2,977,429 37,974,405 34,412,053 75,363,887 14,070,843 89,434,730

※　人員は、支給実人数とする。

４　給与費の状況

区　　分

当初予算上の給与費

人員
給　　与　　費

共済費 合  計

合　　計

合　　計

区　　分

決算上の給与費

人員
給　　与　　費

共済費 合  計
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行政財産（土地）

行政財産（建物）

普通財産（土地）

普通財産（建物）

財政調整基金(朝霞市分）

財政調整基金(和光市分）

財政調整基金(合計）

軽自動車 1 0 1

電子計算機（パソコン以外） 3 △ 3 0

パソコン 9 △ 9 0

コピー機 1 △ 1 0

　該当なし

５　財産の状況

　（1）　公有財産（土地・建物）

（単位：㎡）

区　分
前年度末
現在高

決算年度中
増減高

決算年度末現
在高

16,271.00 8,632.28 24,903.28

0.00 0.00

　（2）　基金

0.00

27,508.67 △ 8,632.28 18,876.39

0.00 1,047.00 1,047.00

（単位：円）

区　分
前年度末
現在高

令和7年度中の増減高 決算年度末
現在高積立額 取崩額

55,909,503 569,502,601 0 625,412,104

597,365,801 22,412,705 0 619,778,506

653,275,304 591,915,306 0 1,245,190,610

　（3）　物品（１件１０万円以上の備品）

区　分
前年度
末現在

高

決算年
度中増
減高

決算年
度末現
在高

備考

公用車１台

サーバ関連機器１台、ネットワーク機器１
台、財務システム用通信機器１台
（賃貸借契約に変更したため減）

デスクトップ８台、ノートパソコン１台
（賃貸借契約に変更したため減）
複合機１台
（賃貸借契約に変更したため減）

　（4）　債権
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No

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 R7
一般廃棄物処理事
業債

財政融資資金 233,800 1.9000%

広域処理施設用地
取得事業債

あさか野農業
協同組合

57,700 0.9000% 46,160 R16.3.27 均等割

R17.9.25 和光市

６　地方債残高の状況

　（１）　地方債残高

（単位：円）

区分
令和６年度末

現在高

令和７年度中の増減 令和７年度末
現在本年度起債額 本年度元金償還額

計 1,045,380,000 233,800,000 148,440,000 1,130,740,000

衛生債 1,045,380,000 233,800,000 148,440,000 1,130,740,000

　（２）　地方債償還状況等一覧表

（単位：千円）

借入
年度

事業名 借入先 当初借入額 年利率
令和7年度
末現在高

償還終了
予定年月日

元利償還金
の負担割合

R13.9.25 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

武蔵野銀行 182,700 0.1600% 100,485 R13.9.25 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

武蔵野銀行 126,100 0.1400% 69,355

R13.9.25 均等割

R4
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 275,800 0.2460% 179,270 R14.9.27 均等割

R3
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 69,700 0.2590% 38,335

R15.3.25 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 153,100 0.3240% 107,170 R15.3.25 均等割

R4
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 178,900 0.2870% 125,230

計 1,601,300 1,130,740

R15.9.26 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 123,900 0.5750% 92,925 R15.9.26 均等割

R5
広域処理施設用地
取得事業債

埼玉りそな銀行 199,600 0.7500% 149,700

222,110

R6
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　不用額（10万円以上の各節）

款 項（目） 節 不用額（円） 説明

職員手当等 602,257
時間外手当が想定より少なかったため。
（当初予算：288時間→支給：25時間)

共済費 235,157 人事異動のため。

報償費 132,000 法律相談がなかったため。

需用費 832,782
消耗品費(事務用品等)及び燃料費の支出
が少なかったため。

委託料 709,079
契約更新時に契約形態を見直し、コン
ピュータ関連機器及び複合機保守委託料
の支出が減少したため。

衛生費 使用料及び賃借料 231,600
公用車の新規借上において、予算額と契
約金額に差が生じたため。

負担金及び補助金
及び交付金

152,152,000
東京電力系統連系負担金で、東電側の積
算事務等の遅れにより契約に至らなかった
ため。

公債費
公債費
（利子）

償還金・利子及び
割引料

1,933,927
令和7年度借入分の借入日を遅らせたこと
で利子が減少したため。
一時借入を実施しなかったため。

７　不用額の状況

総務費
総務管理費
（一般管理
費）

清掃費
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（単位：円）

方法 選定数

自 R7.4.1

至 R8.3.31

自 R2.10.1 787,000 330,000 330,000
コンピュータ関連
機器保守委託分

至 R7.9.30 66,000 66,000
ホームページ運用
保守委託分

自 R7.8.15

至 R12.9.30

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R2.10.1

至 R7.9.30

自 R7.8.4

至 R7.11.30

自 R7.2.4

至 R12.3.29

自 R7.2.4

至 R12.3.29

【注記】

○No.2のコンピュータ関連機器保守委託のうち10～3月分は、保守込みリース契約に移行したため

　委託契約は締結していない。(事務機器等借上料で支出)

○No.4の複合機保守委託のうち10～3月分は、保守込みのパフォーマンスチャージ契約に移行した

　ため、委託契約は締結していない。(修繕料で支出)

○No.5の人事給与システム運用保守委託のうち10～3月分は、クラウドでの利用契約に移行したた

　め、委託契約は締結していない。(事務機器等借上料で支出)

○予算額の欄は、補正や流用等を行った後の金額であり、当初予算額と異なる場合がある。

1

7,194,000

債務負担行為
令和6年度
～令和11年度

公募型プロ
ポーザル

株式会社エ
イト日本技
術開発北関
東支店

28,567,00028,567,000 2

債務負担行為
令和6年度
～令和11年度

2
公募型プロ
ポーザル

株式会社エ
イト日本技
術開発北関
東支店

7,194,000

随意契約

231,000

66,000

８　委託業務調

区分 番号 業務名 契約期間
予算額

（本年度）
契約額
（税込）

長期契約に
おける本年

度分
支出済額 委託業者名

契約

備考

3
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ環境及びWebｻｲﾄ
公開支援等に係る業務

132,000
　3,590,400
(ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ
利用料、仮
想ｻｰﾊﾞ利用
料含)

66,000

2
コンピュータ関連機器
等運用保守委託

　6,415,200
(ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ
利用料、仮
想ｻｰﾊﾞ利用
料含)

日本情報シ
ステム株式
会社

一般競争入
札

議
会
費

1 会議録作成業務委託 500,000 77円／頁 随意契約

総
務
費

株式会社会
議録研究所

随意契約

5
人事給与システム運用
保守委託

231,000
8,382,000

(財務会計利
用料含)

231,000

2
単価契約
全員協議会(11月)
は8,250円/h

4 複合機保守委託 352,000

基本料金
1,650円/月
従量料金
ﾓﾉｸﾛ 0.88円
/枚、ｶﾗｰ8.8
円／枚

－ 99,921
日本情報シ
ステム株式
会社

随意契約 1

－ 451,770

日本情報シ
ステム株式
会社

1

16
統一的な基準による財
務書類等作成支援業務

198,000 198,000 －

ホームページ運用
保守委託分

衛
生
費

株式会社内
田洋行

随意契約 1

8

ごみ広域処理施設整
備・運営事業に係る設
計施工監理業務委託料
（解体工事分）

7,194,000 9,878,000

7

ごみ広域処理施設整
備・運営事業に係る設
計施工監理業務委託料
（施設整備分）

28,567,000 232,122,000

198,000

地方創生コ
ンサルティ
ング株式会
社
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第６　意見

①

②

③

④

⑤

　令和７年度の決算額は、歳入が１３億５，８２０万８，１５０円、歳出が１１億９，１３０万４，６２３円で、
歳入歳出差引は１億６，６９０万３，５２７円、実質収支額は１億６，６９０万３，５２７円となっている。
　主な歳出は、総務費の人件費及び事務運営、衛生費のごみ広域処理施設運営事業建設工事
費、ごみ広域処理施設整備・運営事業に係る設計施工監理業務委託料の支出であった。
  ごみ広域処理施設整備においては、令和７年７月より旧施設の解体工事、土壌汚染の撤去工事
に着手し、設計施工監理委託業者の助言を仰ぎながら、工程の遅れなく、当初に予定していた出
来高を達成することができた。
　主な財源を構成市の負担金としている本組合は、これまで以上に効率的かつ効果的に事務事業
を進めていくため、次の点に留意して取り組まれるよう要望する。

今後も構成市との連携をより密にし、一層の経済性・効率性・有効性・透明性に留意した適正な事
務運営に努めること。

配当された予算については計画的かつ効率的に執行するとともに、その目的が達成できるよう着実
な執行管理に努めること。

事務事業の執行については、国庫補助金等の確保を図るとともに、経費節減に取り組まれ、より一
層効率的・効果的な財政運営に努めること。

施設の建設工事については、構成市でも過去に類のない大規模な工事であり、専門性、特殊性が
高く長期にわたる工期への対応、土壌汚染等の処理も踏まえた工事履行が求められることから、綿
密で高い精度での工事監督業務、成果物に対する検査業務を行うこと。

世界情勢の急変に伴い、資材供給の途絶や価格高騰などが一部にみられることから、情勢を注視
しつつ、建設事業者と円滑な意思疎通を図り、必要な対策を行うこと。
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